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１．提案の要旨 

 当社の財務状況は危機的である。経営環境変化に伴う

売上減少の影響により、このまま放置すると 3ヶ月後 2017

年4月に現金が尽き果て倒産となる。最優先で現金確保、

救命措置を実行する。又、現金減少に歯止めをかけるべく

暫定的に役員中心に報酬配分見直し、旗艦店の移転によ

り売場面積縮小を実行し止血する。並行し中長期成長に

向けた施策を遂行する。売上減少の本質的な問題に対し

ては、HYGGE原点回帰を通じ HYGGE ライフ提唱による商

品ラインナップ差別化を図る。又、離職による商品企画力

低下問題は、キャリアプラン人事制度改革を行う。更には、

他業種（カフェ）とのアライアンスにより自社店舗での販管

費を抑えつつ、販売チャネルを拡大することで販売効率化

し、棚卸資産圧縮による棚卸資産回転日数改善を行う。

財務状況を立て直し安定した経営基盤を確立、成長軌道

に乗せる。 

２．当社の経営環境の変化 

 国内家具小売業の商品販売額は 1991年の 2兆 7410

億円をピークに減少が続き、1991年から 2012年の年平

均成長率は-5.5%となり、2014年は 8740億円迄落ち込

んだ。新設住宅着工戸数減少、婚礼家具の衰退やビルトイ

ンタイプの家具増加によるまとめ買い需要の減少、少子化

による子供向け家具の低調等を背景として市場が大きく縮

小した。近年ニトリホールディングス（ニトリ）とイケア・ジャパ

ンが SPA 型事業を通じ生産・物流・販売までを自前で行い、

卸業者等の中間マージンを省いている。又、人件費の安い

地域で商品数を絞り大量生産を行う低価格戦略で売上を

急速に伸ばしている。一方で市場は縮小している為、シェア

の奪い合いが激化してきており、上記 2社以外の売上は軒

並み低迷している。このような状況において、各企業は商

品の差別化による売上の確保、オペレーションの効率化に

よるコスト削減が喫緊の課題となっている。（添付資料１） 

３．当社の現状と問題 

３－１．財務危機 

 2016年 8月以降、旗艦店の売上が急速に落ち込んでき

ている。旗艦店の近隣に出店した競合他社により大きく客

足が奪われた結果と考えられる。2016年 8月から営業利

益が赤字に転落、拡大している。現金は今後1年間で293

（百万円）のペースで減少する見込みで、このまま推移する

と、2017年 1月現在残高 146（百万円）の現金が、約 3

か月後の 2017年 4月に枯渇して倒産してしまう。 

（添付資料 2、3） 

３－２．商品差別化ができていない 

 2016年 8月以降の急激な売上減少は競合他社に客足

を奪われた結果と考えられる。従い顧客は当社商品から競

合他社商品にスイッチしている。当社でしか買えない差別

化された商品の不足が問題である。当社商品ラインナップ

は競合のニトリやミサワ等と重複する。ニトリは価格の安さ、

ミサワやイケアは家具以外の小物等のアイテムによる集客

力の点で当社と比較し優位である可能性が高い。 

（添付資料 4） 

３－３．人事制度課題 

 近年、低給与やロールモデル不在、長期的キャリアを描

きづらい等、入社時の理想と現実のギャップに行き詰まり

離職する店舗スタッフが増加。特にミドルクラスのマネージ

ャの離職は、店舗スタッフのモチベーションや接客の質低

下を招いている。当社全体として顧客の声収集力が質・量

ともに低下、顧客の声を反映した商品企画力が低下しつつ

ある。この離職問題を放置すると、商品差別化や販売力低

下につながり、業績の回復が望めない。 

３―４．販管費が高い 

 2017/1月期期実績見込みによると、販管費の売上高

比率が高い。中でも地代家賃の売上高比率は業界平均の

6.6%と比べ大幅に高い 14.5%である。うち、旗艦店において

は 22.0%と極めて高水準。これは店舗面積あたりの販売効

率の低さが要因と見られ、これを放置すると、旗艦店、その

他 24店舗とも赤字が拡大してしまう。販管費を抑えつつ売

上を伸ばす早期の対策が必要な状況である。 

（添付資料 5） 

３－５．棚卸資産の回転が悪い 

 2017/1月期実績見込みによると、当社の棚卸資産回

転日数は 139日。これに対し同価格帯のニトリ、ミサワはそ

れぞれ 72日、118日である。当社は上記 2社と比較しそ

れぞれ 48.2%、15.2%下回り、資産活用が非効率な状況で

ある。売上低下、多品目少量生産に加え、回転率の悪い

死に筋商品の在庫を抱えていることも原因と考えられる。 

（添付資料 6） 

４．経営建て直しと成長戦略 

４－１．財務危機回避策 

 2017年 4月の倒産危機は、有価証券売却で 3億円の

現金を入手することで、2018年 2月迄の延命措置を施す。

ただし不動産関連企業 3社の有価証券は 50%残すことで

関係を維持する。 

 その後も現金の継続的な目減りが続くため、売場面積を

削減する。既存中目黒店舗の床面積半減交渉は家主が
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難色を示す可能性があると考え、同じ顧客層を取込める代

官山へ移転する。又、幹部社員を中心に暫定報酬配分の

見直し、2017年 12月に現金減少を食止め財務状況の正

常化を図る。代官山に 3か月間で新装、2017年 6月オー

プンする。売場面積半減に伴う売上への影響は、スペース

利用を徹底効率化しても 2割減見込まれるが、地代家賃

と報酬削減効果で 2017年 12月から現金増に転じる。 

（添付資料 7、8） 

４－２．商品ラインナップの差別化 

 他社商品との差別化に向けて、家具以外の新商品とのコ

ーディネーションを通じてHYGGEライフを顧客に提案するこ

とで差別化を図る。ただし多品種とならないよう厳選する。

例えば、冬の寒さを視覚的にも和らげ、癒しを与える暖炉

型の暖房器具、夏の暑さと強い日差しを遮るシェード等は

競合店での取扱いは少なく、心地よさ（HYGGE）の提供に

繋がる差別化アイテム候補である。若年層にフィットするデ

ザインの暖炉型暖房器等、新たな HYGGE アイテムを提供

することで HYGGE認知度向上と HYGGE家具購買意欲向

上へ繋げる。 

又、従来の顧客セグメント（20-30 代）向け HYGGE に加

え、リフォーム需要を踏まえ、重厚感を好む 40-50代向け

の高品質家具をHYGGE Classicとして上市する。暖炉型暖

房器、シェード等の新アイテムをそれぞれ 2017 年 9 月、

翌 2018 年 4 月に導入する（添付資料 9）。2019/1 期、

2020/1 期それぞれに売上 110（百万円）、221（百万円）

増を見込む。 

 家具・インテリアに留まらず、HYGGE ライフを提唱すること

で、競合と差別化し、ニッチ市場で地位を確立する。日本

人に合った HYGGE商品を取りそろえるため、We カードによ

る顧客の声を反映した商品開発の再強化に取り組み、日

本版 HYGGEを確立する。 

４－３．人事制度改革 

 キャリアを描けない問題に対しキャリアプラン制度を早期

に立ち上げる。キャリアステージに応じた年収レンジ、昇格

要件、スキル研修に関し制度を強化する。又、同僚・上司

による評価制度で 2017年 8月からの昇格者を社内広報

で社員へ紹介、モチベーションを向上させる。 

 給与・キャリア関連制度改革を実施することで、キャリアプ

ランを描き易くし離職率を低減、ミドルクラスを繋ぎ止め、店

舗スタッフのモチベーション、販売スキル、商品企画力アッ

プを達成する。 

 給与に関しては、短期的には四半期ごとのインセンティブ

制度を 2017年 2月から開始する。販売成績、同僚・上司

による KPI評価で毎回 300（万円）の原資を成果に応じ分

配する。本施策は2017年2月からの暫定報酬見直しによ

る影響緩和効果となる。中長期的には、キャリアステージ

に応じた給与体系により、社員のスキルアップに合わせて

昇給できる制度を運用する。（添付資料 10）  

４－４．他業種とのアライアンス・販売チャネル拡大 

 自社店舗に加え、カフェに家具をリースで貸し出す。個人

経営の新規開店・改装するカフェを対象にイニシャルコスト

軽減と集客力向上に寄与、インセンティブも付与することで

加盟店を募る。アライアンス先には QR コード付き家具・小

物をリース、カフェ客がスマホで容易に購入できるアプリを

提供する。旗艦店面積半減による余剰人員を営業に転換

し、自社店舗の商圏を補完するエリアへ進出する（添付資

料 11）。2019/1期、2020/1期それぞれ 291（百万円）、

581（百万円）の売上増を目指す。（添付資料 12）。 

 尚、アライアンス先には販売員配置不要。代わりに自宅

の部屋の写真と家具イメージを融合、設置イメージ・サイズ

感のバーチャル体験を可能とし販売促進を図る。 

４－５．棚卸資産圧縮によるコスト削減 

 ４ー２で実施するWe カード会員顧客の売上分析を通じ、

商品毎の売場面積最適化（引越の多い春は大型家具を

重点配置等）、回転率の悪い商品の在庫削減で回転率の

向上を図る。ビジネスモデルの近いミサワと同水準の 118

日で現状から 15%の改善を実現することで店舗・倉庫の地

代家賃のうち 139（百万円）が効率化される。ただし、本件

は、費用削減（＝店舗面積・倉庫面積の縮小）に当てるの

ではなく、今後見込んでいる売上増加に連れて本来上昇

するはずの店舗・倉庫の地代家賃を吸収する。 

（添付資料 13） 

５．まとめ 

 経営危機を回避、財務健全化を達成（2018/1期）後、

商品差別化、販売コスト効率化、人事制度改革、在庫圧

縮を行うことで、当社を成長軌道へ乗せる。2018/1期は

短期施策により 345（百万円）のコスト削減で財務状況を改

善、2019/1期には 401（百万円）の売上増にて売上減少

を食い止め、2020/1期からの営業利益黒字を達成する。

又、在庫圧縮により地代家賃 15%圧縮も実現する。 

 新たな Life Styleを通じて日本中に心地良さ（HYGGE）と

癒しを提供するミッションの元、10年後に HYGGEが市場に

定着すべく、高速に変化し続ける経営環境の変化に対し、

リスク管理を徹底し、柔軟に方向性を見極め事業運営を遂

行する。（添付資料 14、15、16、17） 
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